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開放マクロ経済の最適収支勤学：無限期間モデルと有限期間モデル

徳島武

抄録

筆者の一連の開放マクロ経済の最適収支勤学分析では、無限期間が仮定され、最

適条件より鞍点の最適勤学システムが導出され、定常均衡値へ収束して横断面の条

件を満足する経路が、最適経路として選択された。本論文では有限期間を仮定する

と、横断面の条件が満足されず、同様の最適勤学システムでも収束経路が最適経路

とならないことが証明されている。すなわち有限期間分析は初期条件と最終期（終

点）条件を任意に設定した分析となり、よって最適収支勤学分析も任意となるので、

無限期間分析とは本質的に異なる最適収支動学分析となることが示されている。

また自国と外国からなる国際マクロ経済の最適勤学システムについて、利子率と

資本及び対外債務の関係、二国モデルの２期間分析と無限期間分析の関係、二国モ

デルとＮ国モデルの関係の各観点からまとめられている。
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１．はじめに

徳島（2006）において、筆者の一連の開放マクロ経済における、経常収支、貿易収支、財

政収支の最適勤学分析がまとめられた。そこでは対外債務と資本の最適動学に着目したモデ

ルと、実質為替レートと対外債務のそれに着目したものによる、無限期間の分析が展開され

た。そしてそれらの分析をふまえた上で、「おわりに：研究の総括」において、無限期間モ

デルと有限期間モデルの根本的違いについて言及したが、不十分なものであった。そこで本

論文ではその根本的違いについて、具体的にモデルを用いて証明する。無限期間分析では、

横断面の条件（transversalitycondition）が成立するが、有限期間分析ではそれが成立し

ないため、同じ最適勤学システムにおいても、選択されるべき経路が異なることが示される。

また、これまでの分析のまとめとして、国際マクロ経済の最適勤学システムについて総括す

る。

論文の構成は、第２節で政府部門を含んだ対外債務と資本のモデルを用いて、無限期間分

析と有限期間分析における最適収支勤学の違いを示し、第３節で実質為替レートと対外債務

のモデルを用いて、その違いを示す。第４節では、国際マクロ経済の最適勤学システムにつ

いて、利子率と資本及び対外債務の関係、二国モデルの２期間分析と無限期間分析の関係、

二国モデルとＮ国モデルの関係の各観点からまとめる。最後に第５節でまとめとする。

２対外債務と資本のモデル

徳島（2005,2006第８章）で展開された二国モデルの分析を、政府部門を含んだものに拡

張し、財政収支の最適勤学も含めて、無限期間モデルと有限期間モデルの最適収支動学を分

析する。但し国際マクロ経済の最適勤学システムを明らかにする目的から、投資の調整費用

が存在しないケースについて分析する。投資の調整費用が存在するケースでも、最適収支勤
学は同様である。

2.1政府部門を含んだ無限期間モデル

対称的な自国と外国を想定するので、自国モデルのみ示す。外国の変数は上付き添え字の

アスタリスク（＊）で区別する。社会的最適（パレート最適）の見地からの動学的最適化分

析を想定し、中央計画当局が第０期（今期）における民間非銀行部門の代表的家計の厚生を、

制約条件の下で最大化することを仮定する。代表的家計の瞬時的効用関数は、時間に関して

加法分離的であり、

（2.1）ｕ(＝u(0,91）

とする。Ｑは消費、ｇ(は政府支出であり、下付き添え字のｔは時間である。この関数は非負
で強い凹関数とし、

Ｏ＜Ｕ,ル，U,,,U22＜Ｏ

｜:;|：;:|=…-…!>Ⅲ鰹=α鋤=ｏ
を仮定する。右下の数字は、左から何番目の独立変数による偏導関数かを示している。以下
同様とする。また、

ｌｉｍｕ,＝limu2＝＋○○
庁.ＯＲ－･(）

ｌｉｍＵ,＝limu2＝Ｏ
ｃ－､十“Ｒ－．＋⑭
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も仮定する。代表的家計の厚生は、それの消費と政府支出の効用の総現在価値となり、

（22）Ｊ７ｕＭｅ－ｗｄ‘
となる。０は時間選好率あるいは主観的割引率であり、０１`を共通の時間選好率とすると、

（２３）Ｏ＜０＝リー０"＜１

の、所与の値をとると仮定する。生産関数はyを国内純生産（ＮＤＰ）として、

（2.4）ｙ〔＝ﾉｨﾊﾟ【,91,Aノ

とする。いま資本ストック、Ａは生産性レベルを示す所与のパラメターであり、

Ｏ＜/,仏,八，/h,/i2,八,＜０，０＜j2＝/Ｍ１{＝A,,(:,＝/H２

limj＝＋oo
0K-｡（Ｉ

ｌｉｍｆ＝０
１Ｋ→＋“

を仮定する。制約条件は、対外取引はすべて対外債務で決済し、国債は居住者のみ保有する

と仮定して、対外債務ストックＲ、資本ストックパハ国債ストックＢの各々と、フローの変

数の関係を示す式であり、

（2.5）Ｅ＝c(＋血十g(＋（Ｅ－/(氏[,9,,Ａ）

（2.6）パール

（２７）Ｂ【＝ｇ＋rβ,－て，

とする。内は純投資、（は外国利子率、ｎは自国利子率、て,は税収である。各変数は一人当

たりのものであり、人口成長は仮定せず、今期（第０期）の人口を１とする。

自国における動学的最適化分析は、以下のようにまとめられる。

max恥籔)eM，
Ｓ・ＭR＝c,＋j:＋g`＋汁Ｒ－/(凡(,g(,Ａ）

ＫＣ＝Ｚ〔

Ｂ,＝ｇ(＋ｒｔＢｌ－て（

Ｏ＜０＜１，Ａ,Ｆ１ルパ｡,Ｂ0,で｡，gjue〃

ｃ1,9伽`β[’て吻三Ｏ／ｂ７α〃ｔ

制御変数は、Ｍ,91であり、状態変数はFL氏`,B1である。また二国モデルの経常収支を分析す

るには、

（2.8）Ｅ＋Ⅳ＝Ｏ

の条件が必要である。以下の分析では特に必要を認めない限り、下付きの添え字tは省略す

る。

自国のハミルトニアンは、－んβ,γを共役変数とすると、

Ｈ＝ｕ(c,g)－入{c＋j＋ｇ＋がF-/(凡,９Ａ)}＋βi＋γ（ｇ＋＄－て）

である。最適のための条件は、

ＤＨ
－＝ｕ,－入＝０．．ｕノー入
ａｃ

ＯＨ
－＝－入十β＝０．.､入＝β
師

(2.9）

(2.10）
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(2.11） ..ｕ2＝入一入ルーγ
●

(2.12）

(2.13）

(2.14）

(2.15） lim(－Ｍ')e－，`＝Ｏｌ１
ｌ－ｃ十ｍ

(2.16） limβ凡e－０`＝ｏ
ｆ一十￣

(2.17） limγBe-0`＝ｏ
ｆ一十ＣＤ

(2.18）ｕ,＝ｕ２

となる。（２９)、（2.11)、（2.18）より、

“,=卿--笑
となり、Ｏ＜入より、

〃'三卜日、
（2.19）た＝γ＝Ｏ

であり、Ｏ≦γなので、

の分析同様に、国債の潜在価格がゼロと

となる。よってＢの横断面の条件である (217）は常に成立する。 徳島（2004a,2006第7章）

の分析同様に、国債の潜在価格がゼロとなり国債が発行されないため、

（2.20）ｇ＝て,Ｂｏ＝０

となり、財政収支均衡が最適収支動学となる。無限期間において、税支払同様の無価値の国

債購入を続ける合理性はないのである。自国の最適動学システムは、（210)、（2.12)、（2.13）

より、

（221）入＝β＝入(0-7*)＝β(０－/,）．.､7*＝/I

となり、外国のそれは、

（2.22）入蝋＝β*＝入*(0*－７.)＝β蝋(0*－（）．.､7＝打

となるので、（2.3）も考慮すると、徳島（2005,2006第８章）同様の鞍点の動学システムとな

る。財政収支均衡なので、最適経常・貿易収支勤学も同様となる。但し徳島（2004a,2006第

７章）の分析同様に、ｇ＝ては一定でなく、（,g’ての定常均衡値をＫ､,g`’てとすると、（2.19）を
満足するように、

（ｉ）托鰕＜代（j＜ｏ）のとき９１＝で壇くg＝て．.ｇ＝て↓

（ii）Ｋ`-尺（i＝Ｏ）のときｇ＝て,-9＝て．.ｇ＝て＝CO"８t．
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（iii）斤くＭＯ＜i)のときｇ＝で＜g－て②．.ｇ＝て↑

となる。↓は減少、↑は増加を意味する。以下同様である。凡とＰは定常均衡値の凡`とＲへ

収束し2)、Ｏ＜入＝βも収束することより、Ｆの（2.15）とＩＣの（2.16）の横断面の条件が成

立する。

２２政府部門を含んだ有限期間モデル

２１で展開された同様の分析を、有限期間モデルにおいて展開する。

自国における動学的最適化分析は、以下のようにまとめられる。

ｍ璽岬鋤籔ｗ'
８．t.Ｅ＝Ｑ＋ｉｔ＋91＋ｒＦＲ－/(ﾊﾟ1,9,,Ａ）

凡t＝Ｌｚ

Ｂ(＝９t＋ハＢＵ－ｎ

Ｏ＜０＜１，Ａ,ＦＵｗ｡,Ｂｕ,了｡，ｇｊＤｅ〃

ｃ1,9`氏`,Ｂ【,で(』三０／bｒＱＪＪｔ

最終期をＴとすると、

自国のハミルトニアンは、一入,β,γを共役変数とすると、

Ｈ＝m(C,g)－入(c＋j＋g＋「*Ｆ－/(ﾊﾟ,９Ａ)}＋βi＋γ（ｇ＋由－て）

である。最適のための条件は、
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となる。無限期間モデル同様の鞍点の動学システムとなることは自明である。

の条件も同様に成立し、Ｂの横断面の条件（2.31）は常に成立する。しかし、

また（2.19）

Ｏ＜入＝β,Ｏ＜

－２７－
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ﾊﾟ７６)より、Ｆの（2.29）と凡の（230）の横断面の条件が同時に成立することはないので、Ｂ

の（2.31）も含めて横断面の条件を用いることはできず、

ＩＣ０，Ｆ･パ7)BgjUe〃

とし、Ｂ･とＢＴはそれらに応じて決まり、財政収支については必ずしも

Ｂ･＝０，９`＝て（

とはならない。ｇ`は（2.19）より決まり、てしは他の変数より決まる。

有限期間分析は初期条件と最終期（終点）条件を任意に設定した分析となり、従って最適

収支勤学も任意となるので、無限期間モデル分析とは本質的に異なる最適収支勤学分析とな

るのである。

３．実質為替レートと対外債務のモデル

徳島（2005b、2006第12章）で展開された二国（大国）モデルの分析について、無限期間

モデルと有限期間モデルの最適収支勤学を比較する。２と同様に、横断面の条件が成立する

か否かが違いを生むことになる。

3.1大国の無限期間モデル

長期における所与の実質国民所得を仮定した、自国と外国の両国が対称的な大国である二

国モデルを想定する。この大国モデルでは、自国（外国）が実質利子率バア*）を決定でき、

第0期（今期）における代表的家計の厚生を制約条件の下で最大化する、完全予見の分権化

された経済を仮定している。従って、求められる最適条件は社会的最適条件と一致する。ま

ず自国の大国モデルから示す。

代表的家計の瞬時的効用関数は、ｃを自国財支出、ｍを外国財支出（輸入）とすると、

（3.1）Ｕﾉ(Q、)＝Ⅲ(c)＋ひ(加乃UCC,U"!"i＜Ｏ＜UoU伽

となる。右下の添え字はそれによる偏導関数を示している。このモデルは実質消費だけでな

く、実質投資と実質政府支出もcとｍに含まれている。また、

limlLc＝limu"i＝＋ＣＯ，limuC＝limUm＝Ｏ
Ｃ－．０、Z→ＯＣ幻ＩＣＯ〃1一十ｍ

を仮定する。無限期間モデルによる代表的家計の厚生は、それのcと、の効用の割引現在価

値となり、

（M）Ｊシ(｡+U(､ﾙＭ
となる。時間をtで示す。但し必要なければ省略する。１０は時間選好率であり、所与の正の

値(Ｏ＜ｐ＜１）をとると仮定する。制約条件は、実質対外債務ストックＤと経常収支の関係

を示す式であり、

（3.3）Ｄ＝c＋元ｍ－ｙ＋７，

となる。但しこのＤには政府部門の対外債務も含まれている。ｙが長期における所与の実質

完全雇用国民所得であり、元が自国通貨建実質為替レート（外国財価格÷自国財価格）であ

る。自国における動学的最適化分析は、

max巾⑩)+U(､ﾙｰ棚

－２８－
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●

s､t､Ｄ,=c(＋元(ｍｔ－ｙ＋ｒ(Ｄ【)，（

y,，｡,冗・,Ｏ＜ｐ＜lgjuen

y`,c`,兀`,ｍ【,r(D`）三Ｏ／bｒａＪＪｔ

Ｄのシャドー・プライスを①とおくと、ハミルトニアンは、

Ｈ=Ⅱ(c)＋Ｕ(、)＋の(c＋元ｍ－ｙ＋の）

最適のための必要条件は、

ａＨ
－＝uc＋の＝Ｏ
Ｏｃ

ＯＨ
－＝u"u＋の元＝０
０ｍ

…-号－．(｡-か
ｌｉｍのＤｅ－ｏｉ＝０７）
ｌ→＋“

これよりjcを実質輸出とおいて元の増加関数とすると、最適勤学システムは、

となる。

（3.4）

となり、

(3.5）

(３６）

(3.7）

（3.8）

である。

ｕｃ●

元＝ﾆー (ｐ－ｒ(Ｄ));Ｏ＜7,,ｍ）
Ｘ３Ｔｕｃｃ

●

Ｄ＝c＋兀ｍ－ｙ＋ｒ(Ｄ)，

＝Ａ(元)－ｙ＋Ｒ(Ｄ）

；Ａ＝c＋元、’んく０，Ｒ(Ｄ)＝r(Ｄ)，

の鞍点の勤学システムとなり、定常均衡値（冗櫻,ａ）へ収束する経路が最適経路として選択

され、それに応じて最適経常・貿易収支勤学が決まる。（3.8）のＤの横断面の条件は満足さ

れている。

次に外国の大国モデルを示す。自国と外国では通貨単位が異なる点に注意し、外国の変数

を上付き添え字のアスタリスク（＊)で区別すると、外国における動学的最適化分析は、

…ル薑(`)+`Ｍ')]洲‘

s・tDF＝cﾉ+｣Z2Ly鱸＋（Ⅳ)皿
兀［

y*,Ｄ;,ＤＣ,元0,0＜Ｐ*＜lgiUe7z

y*,cF,元`,mAr*(Ｄｆ)三Ｏ／bｒａＪＪｔ

となる。、*のシャドー・プライスを①蝋とおくと、ハミルトニアンは、

－２９－
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７７Ｚ＊

Ｈ*==ｕ*(c*)＋ｕ*(ｍ*)＋の*(c*＋－－ｙ*＋r*Ｄ*）
元

(3.9）

となり、最適のための必要条件は、

(川)筈-ｕ:杣－．

m鶉一端+’－．元

０Ｈ＊

（312）の議＝p鑿の*－而了＝の゛(p､－r*）

(3.13）ｌｉｍの*Ｄ*eF"*`＝08）
２→十｡｡

である。これよりjc*を実質輸出とおいて元の減少関数とすると、最適勤学システムは、

ﾊﾟｰ-鰯叢w血鶚-(ひ)肥゜<内内〃
ｍ＊

Ｄ鯛＝c*＋－－ゾ＋｢*(Ｄ*)Ｄ率
兀

＝Ａ*（元）－ｙ*＋Ｒ*(Ｄ*）

７７z＊
；Ａ*＝c*＋－，０＜Ａ#,Ｒ*(Ｄ*）＝r*(Ｄ*)Ｄ＊

元

の鞍点の勤学システムとなり、定常均衡値(兀繊,Ｄｆ)へ収束する経路が最適経路として選択さ

れ、それに応じて最適経常・貿易収支勤学が決まる。（313）のＤ*の横断面の条件は満足さ

れている。

最後に、二国モデルの条件は、ｐ"を所与で両国共通の時間選好率とし、ＯＢ(ＯＢ率)を自国

(外国）の経常収支として、

ｐ＝ｐ*＝ｐ'〃，Ｄ＋元Ｄ*＝０，ＯＢ＋元ＯＢ*＝Ｏ

であるので、これらの条件の下で、両国の最適経常・貿易収支動学が決まることを付け加え

ておく。徳島（2005b、2006第12章）で、それらの勤学が具体的に図示されている。

3.2大国の有限期間モデル

３．１で展開された同様の分析を、

自国における動学的最適化分析は、

有限期間モデルにおいて展開する。最終期をＴとすると、

以下のようにまとめられる。

…ル囮川(､ﾙw‘
●

Ｓ広り!=二ｃ１＋元1ｍｆ－ｙ＋７(，!)Ｄ＄

y,Ｄ,肋冗0,0＜ｐ＜ｌｇｍｅ〃

y,Ｃｌ,兀1,ｍ1,7(、)=ｑ/ｂｒａ川
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自国のハミルトニアンは、Ｄのシャドー・プライスを巾とおくと、

Ｈ＝ｕ(c)＋Ｕ(、)＋の(c＋元ｍ－ｙ＋『Ｄ）

となり、最適のための必要条件は、

(川豐-脚=･叫一｡

Ⅲ黒-趣…－，ｍＦ－ｍ

Ｍｊ－叩一芳一｡(Ｍ
（al7）の，－０

である。（3.14)、（3.15)、（3.16)より、無限期間モデル同様の鞍点の勤学システムとなるこ

とは自明である。しかし（3.14)、（3.15）より、

Ｏ＜LLC＝－の，U､＝－の兀

なので、のは常に負となるため、Ｄの横断面の条件である（al7）は成立しない。よって

(3.17）でなく、

，｡,Ｄ７ｇｊＵｅ〃

とすべきである。外国における動学的最適化分析でも、同様の結論が得られるのは自明であ

る。よって２のモデルと同様に、有限期間分析は初期条件と最終期（終点）条件を任意に設

定した分析となり、従って最適収支勤学も任意となるので、無限期間モデル分析とは本質的

に異なる最適収支勤学分析となるのである。

４．国際マクロ経済の最適勤学システム

徳島（2006）にまとめられた研究は、開放経済における経常・貿易・財政収支の最適勤学

を明らにすることが目的であったが、その副産物として、自国と外国からなる国際マクロ経

済の最適勤学システムも明らかにすることができた。以下三つの点から、この研究成果をま

とめる。

４１利子率と資本及び対外債務の関係

２と３より

ｒ*＝/,＞０，人＜０，r＝/↑＞０，パ＜０

７＝｢(Ｄ)＞０＜､〕,7,,,7*＝｢*(Ｄ*)＞Ｏ＜r*､．,r*､｡､．

となり、これより

（4.1）パ↑（↓）￣Ｄ↑（↓）￣斤蝋↓（↑）￣r↑（↓）￣Ｄ鍬↓（↑）合7*↓（↑）

の関係が確認できる。これは経常収支赤字国の対外債務増加すなわち資本の流入が、経常収

支黒字国の資本流出による国内資本の減少を招き、資本の限界生産力の上昇（赤字国では下

落｡）をもたらし、赤字国の利子率の上昇（黒字国では下落｡）をもたらすという関係であ

る，)。自国（外国）の経常収支をＯＢ(ＯＢ*)とすると、図１でＯＢ*＜０＜ＯＢのケース、図２

でＯＢ＜０＜ＯＢ*のケースが示されている'0)。図の横軸の左（右）側が自国（外国）の資本の

起点O(O*）であり、右（左）へ行くにつれて国内の資本が増加し、対外債務が増加する。図
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では、

０＝０*＝０１`＝r＝'＊，ＯＢ＝ＯＢ*＝Ｏ

の定常均衡への調整過程が、矢印で図示されている。

ｒ＊ ７

■■■■￣￣--■■■■￣￣--
l■■■■'■■■■￣■■■■￣l■■■■’■■■■￣■■■■￣￣l■■■■￣￣-－.■■■■l■■■■￣￣-－.■■■■

０ ０＊→

ﾉヒ

←
脇

図１

「＊ 「

０＊０ →

Ⅲ『
←

Ar＊

図２
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4.2二国モデルの２期間分析と無限期間分析の関係

第０期を前期（定常均衡から離れる期間)、第１期を今期（定常均衡へ戻る期間）とし、

右下の添え字で区別する。Ｙを国民所得、Ａをアブソープション、ＯＢを経常収支、γを利子

率、ｐを時間選好率とし、ＵをＡの効用関数として、Ｕ'，＜Ｏ＜ひを仮定し、外国の変数をア

スタリスク（＊)で区別すると、自国の勤学的最適化分析は、

m…川\旱：；びくo<〃
８.tYo＝ＡＣ＋OBO,Ｙ,＝Ａｌ＋ＯＢ山（ｌ＋（)OBO＋ＯＢ,＝Ｏ

Ｙｏ,ＡＣ,Ｙ１，Ａ，三０

となり、これより、

|折|ルル(4.2）

となる。外国の勤学的最適化分析は、

…[Ｍ)+謀)〃<o<ひ…
s､t・Y1i＝Ａｌｉ＋ＣBi,Ｙ↑＝ＡＴ＋ＯＢ１，（１＋八)CBili＋ＯＢ↑＝O

YiLAii,Y1i,Ａ↑三０

となり、これより、

|抄|抄'Ⅲト(４３）

となる。（4.2）と（４３）をまとめると、

（＜ｐ＝ｐ*＜ハーCBO＜Ｏ＜ＣＢＩ,CBii＞Ｏ＞ＯＢｆ

（4.4）ｒ,＜,o＝Ｐ*＜バーCBO＞Ｏ＞ＣＢＩ,CBiIi＜Ｏ＜ＯＢ↑

ハーＰ＝ｐ*＝パーＣＢＯ＝Ｏ＝ＣＢＩ,CBii＝Ｏ＝ＯＢ↑

となることから、２期間分析を前期と今期の里時点間貿易と2期間分析を前期と今期の異時点間貿易と考えると、 無限期間分析は今期

を無限期間とする分析であり、前期の経常赤（黒）字で定常均衡値を上（下）回る対外債務

を、今期の経常黒（赤）字で、定常均衡値まで減少（増加）させる最適勤学の分析である。

4.3二国モデルとＮ国モデルの関係

徳島（1996a）で展開された分析を再掲し、最適収支勤学分析におけるその意味を考える。

共通の通貨単位を持つＮ国モデルを仮定する。

ＣＡＩ：ｊ国の経常収支

－３３－



琉球大学・經濟研究（第74号）2007年９月

ＯＡ{：i国の/国に対する経常収支

ＯＡ)：ノ国の2国に対する経常収支

と定義する。二国モデルにおいて両国の経常収支の合計がゼロになることより、

（4.5）ＯＡ{＝－CAXj≠/）

の関係が成立するので、ｉ国の経常収支はＮ国モデルにおいて、

Ｎ ＪＶ

（4.6）ＯＡ＝ＺＣＡ!＝－ＺＣＡ）（j≠/）
ノーＩ ノーｌ

となる。それゆえＮ国の経常収支の合計は、

／Ｖ ｊＶＡｒ

ＺＯＡｉ==－ＺＺＣｌＡｊ（j≠/）
ｉ＝ｌ ｉ案１ノー１

＝=－(ＣＡＬ＋Ｃ１Ａ;＋●●●●●＋CAA）

－(ＣＡｆ＋ＣＡ;＋●●●●●＋ＣＡｉ）

●●●

● ● ●

●●●

－(CAY＋ＯＡ'Z＋●●●●●＋CAlM-,）

または、

ノＶ ＪＶＮ

Ｚ〔XAj＝ＺＺＣＡｌ（j≠/）
ｉ＝’ １－１Ｊ＝Ｉ

＝(ＣＡＬ＋ＯＡ;＋●●●●●＋ＯＡﾙ）

＋(ＯＡf＋ＯＡ;＋●●●●●＋CAi）

＋(ＣＡｉ＋ＯＡ;＋●●●●●＋ＯＡ;）

●●●

●●●

●●●

＋(CAY＋ＯＡ：＋●●●●●＋ＯＡ鮎）

となる。Ｏ４ｌが存在すれば、ＯＡ)も存在し、また（4.5） より、

０｜｜

似〃
二
月

となることが証明される。すなわち、二国モデルにおいて両国の経常収支の合計がゼロにな

るという条件が、Ｎ国モデルにおいて経常収支の合計がゼロになるという条件の、十分条件

になっているのである。つまり二国モデルにおいてシステム全体の貯蓄と投資が等しい、す

なわち資本の制約が満足されていて、そのシステムが閉じていれば、Ｎ国モデルにおいても

そのシステムが閉じているのである。このことは、二国モデルにおける定常均衡（経常収支

均衡）へ至る最適収支動学の存在が証明されれば、Ｎ国モデルにおけるそれの存在も証明さ

れることを意味している。すなわち二国モデルにおける最適勤学システムの存在が証明され

れば、Ｎ国モデルにおいてそれが存在することが証明されたことになるのである。
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５．おわりに

本論文において、横断面の条件が成立するか否かによって、無限期間モデルと有限期間モ

デルの最適収支勤学が異なることが証明された。同じ鞍点の動学システムでも、前者は定常

均衡へ収束する経路が最適経路となり、後者は初期条件と最終期（終点）条件を任意に設

定した経路が最適経路となるのである。また国際マクロ経済の最適勤学システムについて、

４．１では２と３の最適動学分析の関連を示すことができたし、４．２では２期間分析と無限

期間分析の関係を示すことができ、両者のギャップを埋めることができた。４．３では、Ｎ

国モデルの最適勤学システムの分析が、二国モデルのそれで十分であることが証明された。

徳島（2006）と本論文をもって、開放マクロ経済の最適収支勤学分析は、一応の完成を見た

と言える。

注

１）Ｆの定常均衡値(且）は符号の制約（正ｏｒＯｏｒ負）がつくので、これがFの横断面の条

件となる。

2）（2.21）より、ｒ学｡｡＝/吟｡｡＝＋oom-O）は成立しないので、Ｏ＜ﾊﾟ`となる。

３）ＦＴの符号は不定である。

４）Ｏニパァである。

５）Ｏ≦ＢＴである。

６）（2.21）より、アドーハァー＋｡｡(代,＝Ｏ)は成立しない。よって、パァ≠ＯでＯ＜ﾊﾟｧとなる。

７）Ｄの定常均衡値(Ｄ`）は符号の制約（正ｏｒＯｏｒ負）がつくので、これがＤの横断面の

条件となる。

８）〃の横断面の条件についても、７）と同様である。

９）経常収支黒字国の資本の限界生産力が、資本の機会費用になっている。

10）（４１）の（）のケースは、図１になる。
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